
保護者・地域の皆様へ
～福島県教育委員会からのお願い～

令 和 ５ 年 ４ 月

福島県教育委員会

各学校の取組
１ 児童生徒一斉下校日の設定

原則として週に１日を児童生徒一斉下校日と定め、児童生徒の自主学習時間や、ボ
ランティア活動など地域の活動に参加する時間を確保するとともに、教員自身が質の
高い授業を展開するための研究、研修の時間、あるいは、効率的な校務運営のための
打合せ、会議の時間を確保します。

日頃から学校教育の充実・発展にご協力いただき、誠にありがとうございます。

昨今、学校現場を取り巻く環境が複雑化・多様化し、学校に求められる役割が

拡大する中、教職員の多忙化が大きな社会問題となっています。このような状況

を受け、本県では、平成３０年度から令和２年度までの３年間を取組期間とした

「教職員多忙化解消アクションプラン」を、その後引き続き令和３年度から令和

５年度までの３年間を取組期間とした「教職員多忙化解消アクションプランⅡ」

をそれぞれ策定し、各テーマ別の取組を実施してきました。

これまでの取組により、教職員の時間外勤務を全体的に削減することができま

した。しかし、令和４年度においては、新型コロナウイルス感染症への対応等、

新たな業務が生じたこともあって、時間外勤務時間は下げ止まっており、月４５

時間を超えている教職員の割合もまだ多く、月８０時間を超える勤務をせざるを

得ない教職員も少なからず存在しています。

また、令和４年度に指定したモニタリング校への聞き取り等では、児童生徒の

ために時間を惜しまず、地域や保護者の期待にも応え、献身的に働く教職員の姿

が改めて確認された一方で、本来は勤務時間内に行うべき授業の準備や教材研究

を、やむを得ず勤務時間外に行わなければならない実態も明らかとなりました。

このことから、学校の在り方や教職員の業務内容について根本から見直すととも

に、各学校の状況に応じた学校独自の取組の推進や、教職員の意識改革も併せて

進めていくことが重要であると考えています。

福島県教育委員会では、令和４年度から第７次福島県総合教育計画の施策２に

『「学校の在り方の変革」によって教員の力、学校の力を最大化する』を掲げ、教

職員の働き方改革を最重要課題として、その推進に取り組んでいます。子どもた

ちと教職員のWell-being（一人一人の多様な幸せおよび社会全体の幸せ）の実現

のためにも、県教育委員会を中心に各所属の管理職がリーダーシップを発揮し、

教職員の多忙化解消に取り組んでまいります。引き続き各学校においても以下の取

組を行いますので、保護者・地域の皆様のご理解とご協力をお願いいたします。

※1 アクションプランⅡはWebに掲載しています。 教職員多忙化解消アクションプランⅡ 検索



２ 夏季休業中における学校閉庁日の設定
各学校において、いわゆるお盆期間を含めた連続３日以上（週休日及び祝日は除く）

を学校閉庁日と定め、週休日の振替の際に指定するとともに、夏季休暇、年次有給休
暇の計画的な取得促進を図ります。
なお、休日である年末年始６日(１２月２９日～翌年１月３日)も含め、閉庁を徹底し

ます。

３ 部活動の活動方針・年間活動計画の作成等
「学校部活動の在り方に関する方針」に基づいた、各学校の部活動の活動方針を作

成し、学校のホームページ等で公開します。また、各部活動の年間活動計画及び部活
動休養日等を示した毎月の活動計画を作成し、家庭に配布します。
※中学校の特設の部活動を含みます（次の４及び５も同じ）。
※小学校の特設クラブについても中学校の基準を準用します（次の４及び５も同じ）。

４ 設定された部活動休養日の徹底
１ 学期中
○中学校 平日週１日及び土日いずれか週１日以上
○高等学校 平日週１日及び土日いずれかを月２日以上
平日の休養日１日は児童生徒一斉下校日を利用するなどして一斉に実施すること
としますが、練習施設の確保等の事情がある場合は、校長の判断で一部の部活動の
み別日に設定することができることとします。
土・日に大会・コンクール等（遠征・合宿・練習試合・合同練習会等を含む）が
実施される場合は、原則として同月内の別日に休養日を振り替えます。

２ 長期休業中
○中高共通
学期中と同様に設定し、加えてお盆期間や年末年始の学校閉庁日も休養日とする
ことを徹底します。

５ 設定された部活動練習時間の上限の徹底
１ 通常練習
○中高共通 平日２時間 学校の休業日３時間

２ 大会等
平日の大会、あるいは、土・日の大会・コンクール等（遠征・合宿・練習試合・
合同練習会等を含む）は、上記練習時間の設定とは別に計画されますが、児童生徒
の健康・安全を第一に考え、十分な休養日（振替の休養日を含む）を設けることを
徹底します。

６ 留守番電話の設置
緊急時の連絡方法を確保した上で留守番電話を設置し、正規の勤務時間外の電話対

応時間を短縮することにより、時間外勤務時間を削減します。

ご理解とご協力をお願いします。（各学校ごとの詳細は別紙に記載）

１～６以外の「教職員多忙化解消アクションプランⅡ」の主な取組

・ 大規模小学校へのスクール・サポート・スタッフの配置

・ 専門スタッフ（スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、

特別支援学校の特別支援教育アドバイザー等）との連携

・ 中学校・高等学校への部活動指導員の配置

・ 中学校における休日の部活動の地域移行

・ 小学校英語の専科指導教員の配置

・ 県立学校へのＩＣＴ支援員の配置


